
貨物自動車等の車種規制非適合車の使用抑制等に関する要綱 

 

（目的） 

第１ この要綱は、幹線道路沿道における二酸化窒素及び浮遊粒子状物質に係る環境基準

の達成維持並びに地球温暖化防止のため、自動車の運行に伴い排出される窒素酸化物、

粒子状物質及び二酸化炭素を低減することを目的とする。 

 

（定義） 

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１）対象自動車 自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における

総量の削減等に関する特別措置法施行令（平成４年政令第３６５号。以下「令」とい

う。）第４条第１号から４号までに掲げる自動車及び同条第６号に掲げる自動車（人の

運送の用に供する乗車定員１１人未満のものを除く。）をいう。 

（２）対策地域 令別表第１第５号に掲げる地域をいう。 

（３）荷主等 次のいずれかに該当する者をいう。 

   ア 自己の事業に関して、対策地域内の自己の事業所その他の場所（以下「事業所

等」という。）から又は対策地域内の自己の事業所等に貨物又は廃棄物（以下「貨

物等」という。）を他の者に委託して運送させる者 

   イ 自己の事業に関して、対策地域内の自己の事業所等に、購入、借入れ又は譲受

け（以下「購入等」という。）をする物品を運送させる者 

（４）特定荷主等 荷主等のうち継続的に又は反復して、貨物等を他の者に委託して運送

させ、又は購入等をする物品を運送させる者であって、資本金の額等が３億円を超え、

かつ、対策地域内に建物の延べ面積が１万平方メートルを超える事業所又は敷地面積

が３万平方メートルを超える事業所を有するものをいう。 

（５）旅行業者 旅行業法（昭和２７年法律第２３９号）第２条第１項に規定する旅行業

を営む者であって、対策地域内に営業所を有するものをいう。 

（６）特定旅行業者 旅行業者のうち、その業務の範囲が旅行業法施行規則（昭和４６年

運輸省令第６１号）第１条の２第１号に規定する第一種旅行業務であって、対策地域

内で対象自動車を利用した業務を実施するものをいう。 

（７）中継施設管理者 次のいずれかに該当する施設であって、対策地域内に存するもの

を設置し、又は管理する者をいう。 

   ア 港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第２条第２項に規定する重要港湾 

   イ 空港法（昭和３１年法律第８０号）第４条第１項第３号に規定する空港 

   ウ 鉄道の貨物駅（上屋又は荷さばき場及び対象自動車の駐車場を有するものに限

る） 

   エ 卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）第２条第３項に規定する中央卸売市場 

（８）車種規制適合車 対象自動車であって、自動車から排出される窒素酸化物及び粒子

状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（平成４年法律第７０号）

第１２条第１項に規定する窒素酸化物排出基準及び粒子状物質排出基準に適合するも

のをいう。 



（９）車種規制非適合車 対象自動車であって、前号に定める車種規制適合車以外のもの

をいう。 

（10）車種規制適合車標章 環境省及び国土交通省が規定する「基準適合表示交付要領」

に基づくもの又は道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第４１条に規定する

技術基準と同等以上の基準に適合していることを示す表示をいう。 

 

（エコドライブの実施等） 

第３ 対策地域において対象自動車を運行する者は、当該自動車の運行に伴い排出される

窒素酸化物、粒子状物質及び二酸化炭素を最小限度にとどめるための適正な運転、その

他必要な整備及び適正な管理（以下「エコドライブ」という。）を行うよう努めるものと

する。 

２ 対策地域において対象自動車を事業の用に供する者は、当該自動車の運転者に対して、

エコドライブを行わせるために適切な措置を講じるよう努めるものとする。 

 

（車種規制非適合車の不使用） 

第４ 対策地域において対象自動車を運行する者は、車種規制非適合車を使用しないよう

努めるものとする。 

 

 （車種規制適合車標章の表示） 

第５ 対策地域において車種規制適合車を運行する者は、車種規制適合車標章を当該車種

規制適合車に表示するよう努めるものとする。 

 

（荷主等による車種規制非適合車の不使用のための措置等） 

第６ 荷主等は、貨物等を、貨物自動車運送事業法（平成元年法律第８３号）第２条第２

項に規定する一般貨物自動車運送事業若しくは同条第３項に規定する特定貨物自動車運

送事業若しくは貨物利用運送事業法（平成元年法律第８２号）第２条第６項に規定する

貨物利用運送事業を経営する者又は廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法

律第１３７号）第１４条第１２項に規定する産業廃棄物収集運搬業者若しくは同法第 

１４条の４第１２項に規定する特別管理産業廃棄物収集運搬業者（以下「貨物運送事業

者等」という。）に委託して運送させようとするときは、当該貨物運送事業者等に対し、

対象自動車によらない場合を除き、車種規制非適合車を使用しないことを求めるよう努

めるものとする。 

２ 荷主等は、購入等をする物品を運送させようとするときは、当該物品の販売、貸出し

又は譲渡しをする者に対し、対象自動車によらない場合を除き、車種規制非適合車を使

用しないことを求めるよう努めるものとする。 

３ 旅行業者は、旅客を、対策地域を発地又は着地として、道路運送法（昭和２６年法律

第１８３号）第２条第３項に規定する旅客自動車運送事業を経営する者に委託して運送

させようとするときは、当該旅客自動車運送事業を経営する者に対し、対象自動車によ

らない場合を除き、車種規制非適合車を使用しないことを求めるよう努めるものとする。 

４ 荷主等及び旅行業者は、前３項の場合において、車種規制非適合車が使用されていな

いかどうかを確認し、その結果を記録するよう努めるものとする。 

５ 荷主等及び旅行業者は、第１項から第３項までの場合において、エコドライブの実施

を求めるよう努めるものとする。 



 

（特定荷主等及び特定旅行業者による措置等の定期報告） 

第７ 特定荷主等及び特定旅行業者は、毎年度６月３０日までに、別紙様式により、前年

度における次に掲げる事項を愛知県知事に報告するものとする。 

一 車種規制非適合車不使用の要請状況 

二 車種規制非適合車の確認状況 

２ 前項の規定による報告を愛知県知事に行う場合は、電子情報処理組織（県の機関の使

用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と申請等をする者の使用に係

る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。）を使用して行

うことができる。 

 

（車種規制非適合車の不使用等に関する周知） 

第８ 中継施設管理者は、当該施設に対象自動車で出入りする者に対し、第４の規定に基

づく車種規制非適合車の不使用について周知するための措置（以下「車種規制非適合車

の不使用に関する周知の措置」という。）に努めるものとする。 

 

第９ 業として自動車を販売し、又は賃貸する者（第 10 において「自動車販売業者等」と

いう。）は、対象自動車を購入し、又は賃借する者に対し、車種規制非適合車の不使用に

関する周知の措置を講じるよう努めるものとする。 

２ 業として自動車を整備する者は、対象自動車の整備を受ける者に対し、第５の規定に

基づく車種規制適合車標章の表示について周知するための措置を講じるよう努めるもの

とする。 

 

（助言） 

第 10 知事は、第３から第９までの規定の施行に関し、必要があると認めるときは、対策

地域において対象自動車を運行する者、荷主等、旅行業者、中継施設管理者、自動車販

売業者等及び自動車を整備する者に対し、必要な助言を行うことができる。 

 

（関係市の措置） 

第 11 名古屋市又は岡崎市の区域に存する者に対する第７第１項及び第 10 の規定の適用

については、これらの規定中「知事」とあるのは、「名古屋市長」又は「岡崎市長」とす

る。 

 

（雑則） 

第 12 この要綱の実施に関し、必要な事項は別に定める。 

 

附則 

 この要綱は、平成２２年８月１３日から施行する。  

 

附則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。  

 



 



別紙様式 
（第７第１項関係） 

 
措 置 等 報 告 書 

 
年  月  日

  愛知県知事 殿 

     市長 

住   所  
                 氏   名 

 （名称及び代表者氏名）        

 貨物自動車等の車種規制非適合車の使用抑制等に関する要綱第７第１項の規定によ

り、次のとおり提出します。 

該当する事業者の要件 □ 特定荷主等   □ 特定旅行業者 

事 業 所 の 名 称 

及 び 所 在 地 

（特定荷主等の場合） 

（名 称） 

（所在地）〒    -   

（代表電話番号） （      ）     －      

資 本 金 の 額 等 

（特定荷主等の場合） 

□ 資本金の額          億円 
□ 基金の総額          億円 
□ 資産の総額          億円 
□ 出資の総額          億円 

（１）延べ面積                ㎡ 事業所の建物の延べ面積

及 び 敷 地 面 積 

（特定荷主等の場合） （２）敷地面積                ㎡ 

非 適 合 車 不 使 用 

の 要 請 状 況 
 別紙のとおり 

非 適 合 車 の 確 認 状 況  別紙のとおり 

担 当 者 所 属 氏 名 

及 び 連 絡 先 

所  属 

住所 〒   -     

氏  名 

電話番号 （      ）     －      

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 

※ 整 理 番 号  

 備考１ □のある欄には、それぞれに該当する□内にレ印を記載してください。 

   ２ 資本金の額等、事業所の建物の延べ面積及び敷地面積は、前年度末現在の金額及び面積を記載し
てください。 

   ３ 特定荷主等にあっては、事業所毎に提出してください。特定旅行業者にあっては、県内の本社又
は主たる事務所が提出してください。 

   ４ ※印の欄には、記載しないでください。 



 

別紙 

      非適合車不使用の要請状況及び非適合車の確認状況 

       

非

適

合

車

不

使

用

の

要

請

状

況 

 

□ 契約書への記載 

□ 文書・チラシによる依頼 

□ 看板の設置 

□ その他（具体的に記載してください。） 

確認の方法 

 

□ ステッカーによる確認 

□ 使用車両の事前届出・登録等による確認 

□ その他（具体的に記載してください。） 

 

                        

非

適

合

車

の

確

認

状

況 
確認の結果の概要 

 

確認した車両総台数   （   ）台 

□ 非適合車あり 

□ 非適合車なし 

非適合車の台数  （   ）台 

その他特記事項 

 

 

備考１ 非適合車不使用の要請状況欄には、該当する要請内容の□内にレ印を記載し、

該当項目がない場合には、「その他」に具体的な要請状況を記載してください。

  ２ 非適合車の確認の方法欄には、該当する確認方法の□内にレ印を記載し、該

当項目がない場合には、「その他」に具体的な確認方法を記載してください。

  ３ 確認の結果の概要欄には確認した車両総台数、該当する非適合車の有無を□

内にレ印、非適合車ありの場合は、確認した非適合車の台数を記載してくだ

さい。 

４ その他特記事項欄には、その他特記すべき事項がありましたら、記載してく

ださい。 

 


